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  ＜『法・権利の哲学要綱』（以下『要綱』）について＞ 
   ・Hegel, Grundlinien der Philosophie des Rechts, G.W.F.Hegel, Werke in zwanzig Banden 7, Redaktion Eva 
Moldenhauer und Karl Markus Michel, Frankfurt a.M. 1970. 
   ・藤野渉／赤沢正敏訳『法の哲学』（「世界の名著」35、中央公論社、1967年） 
  ＜『第１回講義録』について＞ 
    ・G.W.F.Hegel, Die Philosophie des Rechts, Die Mitschriften Wannenmann (Heidelberg 1817/18) und Homeyer 
(Berlin 1818/19), hrsg. Eingeleitet und erläutert von Karl-Heinz Ilting, Stuttgart 1983. 
   ・尼寺義弘訳『自然法および国家学に関する講義』（晃洋書房、2002年） 





に設置された「市民活動の将来」（Zukunft des Bürgerschaftlichen Engagements）委員会から出された報告
書（2002年６月）を丹念に分析された坪郷實氏の論文（山口／宮本／小川編、前掲書、137－164頁）が
大変有益である。その中で坪郷氏は「市民活動の将来」委員会における市民活動の定義に関しての次の
ような説明を紹介している―市民活動は、「個人的物質的利益の獲得を目指すものではなく、公共福祉
志向の協力的活動である。それは、通常市民社会の公共空間における組織や 制度で発展する。自己組
織、自己権限、市民権が、決定過程における市民の参加と共同設計の基礎になる。市民活動は社会関係
資本を創出し、それにより社会福祉の改善に寄与し、それは市民により日常生活の経験から普段に蓄積
されるので、市民に開かれた社会的習得過程として発展する。社会における結合や政治的公共組織への
寄与を越えた市民活動の固有性は、この質にある」。この説明を受けて坪郷氏は、市民活動は「自発性」
（自己決定）、「非営利性」（自己実現）、「公共福祉志向」（相互性、公共の福祉と固有の利益の結合）を
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現代の＜公共哲学＞とヘーゲル（２) 
特徴とする「協力の形態」だとまとめられている（同書、148頁）。 
 
＊本稿は、2007年度科学研究費補助金基盤研究（Ｃ）の交付を受けてすすめている研究の成果の一部である。 
 
 
 
 
 
 
